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山梨県  産業労働部  労政雇用課目　次

Yamanashi
　　  Roudou

労 働 情 報 誌

２０１４年 冬号 №６５６

○ 勤労者福祉資金融資制度    ２

○ 産業技術短期大学校一般入学試験前期日程    ３

○ 平成２７年度男女共同参画推進事業者等表彰募集   ４

○ パートタイム労働法が変わります

　　　　　　　　　　（平成２７年４月１日施行）   ５

○ ジョブ・カード制度を利用しませんか   ６

◇施　　　設　　「ジョブカフェやまなし」キャリアカウンセリング、職業適性診断
　　　　　　　　「山梨県求職者総合支援センター」

　住居確保・生計維持・能力開発に係る情報提供及び相談、総合支援資金貸付の情報提供、求人情報の提供、職業相談・
　職業紹介

　　　　　　　　「山梨県子育て就労支援センター」
　　　　　　　　　保育の確保・子育て支援制度・能力開発に関する情報提供及び相談、求人情報の提供、職業相談・職業紹介
　　　　　　　　＊カウンセリング等すべて無料　　
　　　　　　　　＊併設のハローワークで求人情報の提供、職業相談・職業紹介を実施
◇場　　　所　　山梨県ＪＡ会館　５階　( 甲府市飯田１丁目１―２０)
◇開 所 時 間　　月～金　９：３０～１８：００　土　１０：００～１７：００（カウンセリング、生活相談、子育て情報提供・相談のみ）

（日曜日、祝日、１２／２９～１／３は休み）　
◇問い合わせ　　やまなし・しごと・プラザ内 
　　　　　　　　「ジョブカフェやまなし」ＴＥＬ ０５５−２３３−４５１０　ＦＡＸ ０５５−２３３−４５１８
　　　　　　　　「山梨県求職者総合支援センター」ＴＥＬ ０５５−２２３−１８５９　ＦＡＸ ０５５−２２６−８６１８
　　　　　　　　「山梨県子育て就労支援センター」ＴＥＬ ０５５−２２６−１１８８

　県では、ＪＡ会館５階の ｢やまなし・しごと・プラザ｣ 内に、子育て中の求職者の仕事と子育ての両立を支援する「山梨県子育て就労
支援センター」を平成２６年１０月１日開設しました。
　今後も幅広い年齢層の就職を支援するとともに、県内企業の人材確保を支援します。

◇日　　　時　　平成２６年１２月１０日（水）午後１～４時（受付は午後０時３０分から）
◇対　　　象　　・県内への就職を希望する平成２７年３月大学等卒業予定者（高校生含む）及び卒業後概ね３年以内の既卒者
　　　　　　　　・山梨県内を就業地とする「求人票（大卒者）」または「高卒用求人票」が管轄のハローワークに受理されている企業
◇場　　　所　　ベルクラシック甲府（甲府市丸の内１−１−１７）
◇内　　　容　　⑴企業と個別面接　　　⑵各種相談コーナーの設置
◇参 加 方 法　　・求職者の方は、事前に申し込みは不要です。　・企業の方は、事前の申し込みが必要です。
◇参 加 費 用　　無料（交通費等は参加者の御負担となります。）
◇委　託　先　　山梨県中小企業団体中央会
◇問い合わせ　　山梨県中小企業団体中央会　労働対策課　ＴＥＬ ０５５−２３７−３２１５　ＦＡＸ ０５５−２３７−３２１６

◇事　　業　　名　　「新卒未就職者等就業体験支援事業」
◇国　中　地　域　　受託業者　（株）パソナ　　　　　　　　　　　連絡先　電話番号０５５−２３６−５０１１
　　　　　　　　　　事業関連 URL　http://www.pasona.co.jp/pr/yamanashi/shinsotsu/
◇富士・東部地域　　受託業者　（株）アシストエンジニアリング　　連絡先　電話番号０５５−２７４−８１１７
　　　　　　　　　　事業関連 URL　http://assisteng.net/mishuushoku.html

「山梨県子育て就労支援センター」を開設しました

「やまなし合同就職説明会２０１５ for December」の開催について

新卒未就職者等就業体験支援事業　ＯＪＴ受入事業所募集中

　県では、山梨県中小企業団体中央会へ委託し、平成２７年３月大学等卒業予定者等の県内就職と県内企業の人材確保を支援するため、「や
まなし合同就職説明会２０１５ for December」を開催します。

　県では、平成２６年春大学等を卒業、又は、大学等を卒業してから 3 年以内の未就職者を対象とした就職支援事業を、次の人材派遣会
社に委託して実施しています。
　委託先においては、労働者派遣によるＯＪＴ研修受入企業を募集しています。
　条件等の詳細のお問い合わせ、お申し込みについては、受入れる事業所の所在地によって、次の受託業者までお願いします。労政雇用
課では受け付けていません。
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山梨県勤労者福祉資金融資制度
　県では、勤労者が安定した生活を送れるよう、低利の生活資金融資を行っています。

◇対　象　者　　県内に居住し、従業員３００人未満の中小企業に１年以上雇用されている方など。
◇資 金 使 途　　医療、慶弔、教育、住宅補修、災害、その他の資金
◇金　　　利　　年１．６９％（別途保証料が必要です）
◇融資限度額　　１００万円
◇返 済 期 間　　５年以内
◇問い合わせ　　詳細は次のお問い合わせ先までお電話ください。【県労政雇用課】０５５−２２３−１５６１

中小企業処遇改善支援事業のご案内
　県内の中小企業が人材育成、経営力改善、販路拡大、生産性の向上などを図りながら、同時に、賃金の引上げや非正規雇用従業員の正
規雇用化など、在職者の処遇改善につなげる取り組みを支援するために、専門家を派遣します。ぜひご利用ください。

　【派遣期間】平成２７年３月末まで
　【派遣回数】１中小企業につき、６回まで
　【派遣費用】無料
　【問い合わせ】県労政雇用課　ＴＥＬ０５５−２２３−１５６１

・障害者を雇用した場合に支給される特定求職者雇用開発助成金（以下

「特開金」という）が満了になる中小企業が引き続き障害者を雇用す

る場合に２０万円を限度に助成金を支給する制度です。

１　支給要件

次の要件の（１）から（４）までのいずれにも該当する事業主

（１）雇用保険の適用事業主であること。

（２）資本の額若しくは出資の総額が３億円を超えない事業主又は、常

時雇用する労働者の数が３００人を超えない事業主

（３）山梨県在住の障害者（身体・知的・精神）を、公共職業安定所又は、

適正な職業紹介事業者の紹介により常用労働者（１週間の所定労

働時間が２０時間未満の者を除く）としてH２３．４．１以降に県

内の事業所に雇用し、特開金受給終了後も引き続き雇用する事業

主であること。

（４）特開金を支給対象期間満了日まで受給していること。

２　助成内容・期間等

（１）重度障害者等→１人につき６箇月あたり１０万円（総額２０万円）

＊ただし、重度障害者等雇用促進助成金を受給している場合は、

６箇月あたり５万円とします。

（２）重度障害者等以外の障害者→１人につき６箇月あたり５万円（総

額１０万円）

（３）助成対象期間は特開金支給対象期間の末日の属する月の翌月から

１２箇月です。助成対象期間前半の６箇月を第１期、後半の６箇

月を第２期とします。

＊支給要件に該当すると思われる中小企業の方は特開金支給対象

期間終了後2箇月以内に「継続雇用計画書」を作成、押印のうえ、

「特開金の支給決定通知書」の写、支給対象者であることを証す

る書類の写を添付し、提出願います。「継続雇用計画書」の到着

後、受給該当の有無を連絡の上、当該企業を巡回訪問します。

＊支給申請書提出時において、支給対象者が既に在籍していない

場合は該当しません。

障害者雇用安定促進助成金のご案内
　障害者を雇用している中小企業に対する山梨県の助成制度です。
○ 国の特定求職者雇用開発助成金（以下「特開金という。」の修了

後１年間助成します。
　＊特開金は国の制度ですので提出先は別になります。
○ まずは、継続雇用計画書の提出が必要です（特開金の最終期の申

請と同時期）。

※「重度障害者等雇用促進助成金」は廃止となりましたが、その受給企
業も再度この助成金の対象となります（不明な点はお問い合せくださ
い。）

○ 重度障害者等（重度身体・知的、４５歳以上の身体・知的、精神障害者）
以外も含む全ての障害者が対象となります。

○ 県版ジョブコーチ等が事業所を訪問し、職場定着のための支援を行いま
す。

＊ 支給申請書提出時において、支給対象者が既に在籍していない場合は該当
しません。

　詳しくは下段の概要をご覧ください。

【お問い合せ】　〒400−8501　山梨県甲府市丸の内一丁目６番1号
　　　　　　　山梨県産業労働部産業人材課技能振興担当　TEL：055−223−15６６　FAX：055−223−15６0

障害者雇用安定促進助成金の概要

支給申請事業主

①継続雇用計画書を県に提出
　 （特開金支給決定通知書（写）等を添付）

　（巡回訪問の受入）　
④助成金の支給申請
　（６箇月毎２回）

産業人材課

②受給資格の確認
③県版ジョブコーチ等の派遣
　（審査）
⑤助成金の支給

①提出

③派遣

④提出

⑤支給

＜手続きフロー＞

＜対象者ごとの支給時期・支給額＞

重度障害者等
　　　（週 30 時間以上）

重度障害者以外
　　　（週 30 時間以上）

重度障害者等
　　　（週 20～30 時間）

重度障害者以外
　　　（週 20～30 時間）

重度障害者等雇用促進助成金の
対象となった受給者

雇用 １年 ２年 ３年

特開金 2,400 千円 県助成金
200 千円

県助成金
200 千円

県助成金
100 千円

県助成金
100 千円

県助成金
100 千円

重度障害者等雇用
促進助成金 200 千円

特開金 1,350 千円

特開金 900 千円

特開金 900 千円
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県立産業技術短期大学校塩山キャンパス　　ＴＥＬ０５５３（３２）５２０２

コース名 実施月 時間帯 受講料（円）
ＳＮＳビジネス活用「ブログ編」 １２月 夜 ２,１００
ファシリテーション研修 ２月 昼 ２,１００
社会保険実務 ２月 昼 ２,１００

県立峡南高等技術専門校　　ＴＥＬ０５５６（２２）３１７１

コース名 実施月 時間帯 受講料（円）
アクセス基礎 １２月 夜 ２,１００
初心者のためのパソコン講座 １２月 夜 ２,１００
ワード基礎 １月 夜 ２,１００
エクセル基礎 １・２月 夜 ２,１００
パワーポイント ２月 夜 ２,１００
ワード応用 ２・３月 夜 ２,１００

県立産業技術短期大学校都留キャンパス　　ＴＥＬ０５５４（４３）８９１１

コース名 実施月 時間帯 受講料（円）
１２月～２月　開講講座なし
※３月開講予定講座
３次元ＣＡＤによる機械設計基礎
ホームページ開設（基礎編／応用編）

県立就業支援センター　　ＴＥＬ０５５（２５１）３２１０

コース名 実施月 時間帯 受講料（円）
労働法基礎講座 １２月 夜 ２,１００
エクセルビジネス関数テクニック講座 １２月 夜 ２,１００
年金相談業務講座 １月 夜 ２,１００
アクセス基礎講座／応用講座
※２講座を一括開講

１・２月 夜 ４,２００

初心者のためのパソコン講座（第２回） ２・３月 夜 ２,１００

がん医療に関する県民公開シンポジウム「THE 肺がん最前線」を開催します
　県では、肺がんに関する最新治療や禁煙対策などについて、専門の先生方による講演及びシンポジウムを開催します。自分のため、大切な人のために、自
分にできること、考えてみませんか。

◇日　時　　１２月６日（土）午後１時３０分～４時３０分（受付　午後１時～）
◇場　所　　山梨県立文学館　講堂
◇内　容　　⑴講演会
　　　　　　　講師　宮下　義啓      氏（山梨県立中央病院　がんセンター統括部長）　　後藤　太一郎      氏（山梨県立中央病院　肺外科副科長）
　　　　　　　　　　大西　　洋      氏（山梨大学　医学部　放射線医学講座教授）　　　松尾　邦功      氏（一宮温泉病院　日本禁煙学会認定専門医）
　　　　　　⑵総合討論
　　　　　　　コーディネーター　小俣　政男      氏（山梨県立病院機構　理事長）
◇参加費　　無料
◇申　込　　住所・氏名・連絡先を明記の上、ＦＡＸ・Ｅメールで申し込んでください。
◇申込・問い合わせ先　　県健康増進課　ＴＥＬ　０５５−２２３−１４９７　ＦＡＸ　０５５−２２３−１４９９

　産業技術の高度化、情報化などが進展する中で、幅広い知識と最新の技術・技能を身に付けた「実践技術者」を育成し、本県の産業及び経済の発展に
寄与することを目的としています。ものづくりとホスピタリティを理念として、これまで機械電子、情報、観光分野に多くのスペシャリストをおくり出
しています。
◇試　験　日　　平成２７年２月５日（木）　　
◇出 願 期 間　　平成２７年１月１３日（火）～１月２９日（木）
◇試 験 会 場　　県立産業技術短期大学校　塩山キャンパス（甲州市塩山上於曽１３０８）
◇応 募 資 格　　高等学校卒業者及び平成２７年３月高等学校卒業見込者、またはこれと同等以上の学力を有すると認められる者
◇募集科及び試験科目　　　

　本セミナーは、働く皆さんの能力開発や企業の人材育成をお手伝いするものです。職業に必要な知識や技能の向上、資格取得等を目的とした講座を実施していま
す。さらに、能力開発に関する相談も受け付けています。

※申込受付は、講座開始日の２ヵ月前からです。あらかじめ、電話等で応募状況を確認してください。
※時間帯については、原則として＜昼：９時～１６時 / 夜：１８時～２１時＞ですが、施設・コースによって異なる場合がありますので、よくご確認ください。
※このほかの講座情報や、申込方法については、山梨県のホームページでご覧いただけます。➡ http://www.pref.yamanashi.jp/sangyo-jin/index.html

【お問い合わせ先】　県産業人材課　人材育成担当　TEL: 055-223-1567

職 業 訓 練 の ご 案 内 受講者
  募集中

職 業 訓 練 の ご 案 内
平成 26 年 12 月～平成 27 年 2 月　開講分

学　科 訓練期間 一般試験科目

生産技術科 ２年 数学Ⅰ、面接

電子技術科 ２年 数学Ⅰ、面接

観光ビジネス科 ２年 英語Ⅰ、英語Ⅱ、面接

情報技術科 ２年 数学Ⅰ、面接

塩山キャンパス
学　科 訓練期間 一般試験科目

生産技術科 ２年 数学Ⅰ、面接

電子技術科 ２年 数学Ⅰ、面接

都留キャンパス

平成２７年度県立産業技術短期大学校　一般入学試験・前期日程

◇授 業 料 等　　入学検定料：１８,０００円　　　　入　学　金：県内者１６９,２００円／県外者２８２,０００円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　授　業　料：年　額３９０,０００円（４月と１０月の２回に分けて納入）
◇問い合わせ先　県立産業技術短期大学校　塩山キャンパス　教務学生課
　　　　　　　　ＴＥＬ：０５５３−３２−５２０１　　　ＦＡＸ：０５５３−３２−５２０３

検索山梨　がんシンポジウム詳しくはホームページをご覧下さい。 http://www.pref.yamanashi.jp/kenko-zsn/simpo.html



山梨県最低賃金が変わりました！

平成2６年10月1日から ｢１時間 ７２１円」です。

最低賃金とは、最低賃金法に基づき国が賃金最低額を定め、使用者は、その
最低賃金額以上の賃金を支払わなければならないとする制度です。

「山梨県最低賃金」は、平成２６年１０月１日から１時間７２１円 (１５円の引上げ )に改定されました。
＊「特定最低賃金」適用労働者を除き、年齢に関係なく、パートや学生アルバイトなど、全ての労働者に

　適用されます。

＊山梨県の「特定最低賃金」とは、電子部品・デバイス・電子回路、電気機械器具、情報通信機械器具

製造業及び自動車・同付属品製造業の２業種です。

○最低賃金に関するお問い合わせは、山梨労働局 労働基準部 賃金室へ【０５５－２２５－２８５４】

必ずチェック最低賃金！　使用者も、労働者も

もう、
チェックした？

山梨県
最低賃金

７２１円
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労働災害の大幅な増加に伴う緊急要請

「労働条件相談ほっとライン」を開設します

平成２７年度男女共同参画推進事業者等表彰について 
　県では、男女共同参画推進条例に基づき、男女共同参画の推進に積極的に取り組んでいる事業者等を表彰しています。

　次の内容を参照いただき、該当となる事業所、団体等ありましたら推薦をお願いします。

　なお、平成２７年度の推薦様式等詳細につきましては、１２月中旬までに県民生活・男女参画課ホームページに掲載します。

　　１　対　　象　

　　　・  営利、非営利を問わず、県内で人を雇用して事業を行う個人又は法人、団体等（法人格を有しないものを含む）であり、次に掲げるい

ずれかの取組に成果が見られ、他の模範となる事業者。

　　２　選考の観点

　　　　①　女性労働者の能力発揮を促進し、活用を図るための積極的な取組を行っている。

　　　　　　例　＊積極的に女性の管理職を登用している。

　　　　　　　　＊女性の能力開発のための研修や資格取得支援を実施している。

　　　　② 　仕事と育児・介護の両立支援をするため、法の規定を上回る制度や柔軟な働き方ができる制度を持っており、その制度が活用され

ている。

　　　　　　例　＊法的期間より長い育児休業制度の導入や、育児や介護のための短時間勤務制度やフレックス制を導入している。　　　

　　　　　　　　＊事業所内に託児施設を設置している。

　　　　③ 　家族従事者の役割を適正に評価するとともに、経営や生産に関連する活動に共同して参画する機会を確保するための就業環境の

整備を促進している。

　　　　　　例　＊家族経営協定を締結している。

●問い合わせ先／県民生活・男女参画課男女共同参画担当　ＴＥＬ ０５５−２２３−１３５８

　厚生労働省は平成２６年９月１日から、平日夜間・土日に、誰でも労働条件に関して、無料で相談できる電話相談窓口「労働条件相談ほっとラ
イン」を開設しています（委託事業）。違法な時間外労働・過重労働による健康障害・賃金不払残業などの労働基準関係法令に関する問題につ
いて、専門知識を持つ相談員が、法令・裁判例などの説明や各関係機関の紹介などを行う電話相談です。電話相談は、労働者・使用者に関わ
らず誰でも無料で、全国どこからでも利用できます。匿名での相談も可能です。 労働条件でお悩みの方、お気軽にご相談ください。

【フリーダイヤル】０１２０－８１１－６１０ （はい！ ろうどう）　携帯電話・ＰHＳからも利用可能

　　★開設期間：平成２６年９月１日（月）～平成２７年３月３１日（火） 
　　★受付時間：平日（月・火・木・金）　１７時～２２時
 　　　　 　　　土日　　　　　 　　　１０時～１７時
　　　   　　　　　　※ １２月６日（土）は、１２時～１７時
　　　　　   　　　　※ 年末・年始（１２月２９日～１月３日まで）は除く。 

　山梨労働局（局長　三浦宏二）は、平成 26 年 9 月 25 日に労働災害防止団体等に対し労働災害に向けて緊急要請を行うとともに、経営者団

体及び公共工事の発注機関である山梨県、市町村に対して、当該緊急要請の実施について協力要請を行いました。

１　経営トップの参加の下に職場の安全パトロールを実施するなど、職場内における安全衛生活動の総点検を実施すること

２　安全管理者等の選任義務がない事業場においても安全の担当者（安全推進者）を配置するなど、事業場の安全管理体制を充実すること

３　雇入れ時教育、職長に対する教育など、効果的な安全衛生教育を実施すること
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　２０１０年、セミナーで「ワーク・ライフ・バランス」（ＷＬＢ) の言葉を知り、我が社で活動を進めてきた事のいくつかがＷ
ＬＢに合致することがわかり、ＷＬＢを意識するようになりました。翌年の経営計画書（方針）には、「残業、休日出勤を減ら
しワーク・ライフ・バランスを考え、尚且つ売上、利益が上がる体制にする」との社長の方針が示され、３６協定の見直しを
進めるなどＷＬＢを考えるきっかけとなりました。

① 時間外の削減に関する取り組み (３６協定、定時退社日、残業届出制  等 )
② 有給休暇取得の推進 ( 取得率把握、時間単位有給休暇制度、フッレクスタイム制導入、中抜け制度等 )
③ 休業制度の導入 ( 育児・介護休業制度導入 等 )
④ メンタルヘルスケアの強化 ( 外部専門家による無料カウンセリング制度、定期的な教育等 )
⑤ 家族を巻き込んだ社内行事の実施 ( 社員旅行、花火大会、バーベキュー 等 )
⑥ その他 (FP の無料相談、保養所利用補助、クラブ活動、勤続１０年で旅行券プレゼント 等 )

　手厚い福利厚生制度で優秀な人材を集めたり、組織体制の見直しや、業務の効率化により時間外を削減してゆとりを増やし
「社員の心身の健康を守る」を目標に取り組んできました。
　結果として、時間外削減に関する意識は上がり、時間外は減少しました。時間外削減と納期厳守は相反する事になる為、
いかに効率を上げそれらを実現するかが課題として残りました。
　現代病と言われるメンタルヘルス問題については、残念ながら社員が発症して初めて取り組んだ事であり、次の発症者を出
さないためにも、多少コストはかかるもののこれからも継続して取り組みたいと思います。
　我が社のＷＬＢは発展途上であり、胸を張って「取り組んでいます」と言えるようこれからも活動を継続しようと考えています。

　パートタイム労働者の公正な待遇を確保し、また、納得して働くことができるようにするため、パートタイム労働法や施行規則、パー
トタイム労働指針が変わります。（平成２７年４月１日施行）

～パートタイム労働法改正のポイント～

Ⅰ　正社員と差別的取扱いが禁止されるパートタイム労働者の対象範囲が拡大されます。＜法第９条＞
　 　有期労働契約を締結しているパートタイム労働者でも、職務の内容、人材活用の仕組みが正社員と同じ場合には、正社員との差別的取扱い

が禁止されます。　
Ⅱ　「短時間労働者の待遇の原則」が新設されます。＜法第８条＞
　 　事業主が、雇用するパートタイム労働者の待遇と正社員の待遇を相違させる場合は、その待遇の相違は、職務の内容、人材活用の仕組み、

その他の事情を考慮して、不合理と認められるものであってはならないとする、広く全てのパートタイム労働者を対象とした待遇の原則の規定
が創設されます。

Ⅲ　パートタイム労働者を雇い入れたときの事業主による説明義務が新設されます。＜法第１４条第１項＞
　 　事業主は、パートタイム労働者を雇い入れたときは、実施する雇用管理改善措置（「賃金制度」「教育訓練」「正社員転換推進措置」等）の

内容について、説明しなければならないこととなります。
Ⅳ　パートタイム労働者からの相談に対応するための体制整備の義務が新設されます。＜法第１６条＞
Ⅴ　相談窓口の周知を行う必要があります。＜施行規則第２条＞
　パートタイム労働者を雇い入れたときに、事業主が文書の交付などにより明示しなければならない事項に「相談窓口」が追加されます。

改正法の詳細は、厚生労働省ホームページ（＊）、お問い合わせは山梨労働局雇用均等室（甲府市丸の内１−１−１１ ＴＥＬ０５５-２２５-２８５９）へ。
＊http://www.mhlw.go.jp/topics/2007/06/tp0605-1o.html

ワーク・ワイフ・バランス取り組み企業紹介

株式会社
オーティックメカニカル

創　　業　１９８５年　　　　　　　        
所 在 地　南アルプス市　　　従業員数　男性３５名　女性７名
事業内容　 製造業（ＦＡ機器、自動組立機、自動検査機等の自動機の開

発、設計及び製造販売） 

会
社
概
要

取組のきっかけ

取 組 内 容

効果と課題

「相談対応にあたっての基本的な心得」
【事例 1】「キャリアアップを目指す女性へのパワハラ・セクハラ」
　　　　　　～被害にあった相談者からのヒアリングの進め方～
【事例 2】「短時間勤務者への同性からのパワハラ・セクハラ」
　　　　　　～行為者へのヒアリングの進め方および問題解決のための対応～
【事例 3】「メンタルヘルスの問題に至ったパワハラ」
　　　　　　～第三者・行為者へのヒアリングの進め方～
「相談担当者の皆様へのメッセージ」

完全版　相談担当者必見 !!

～被害者・行為者ヒアリングから問題解決まで～
専門家から学ぶハラスメント対応新発売

おススメのポイント

価格：35,000円＋税

動画サンプルもご覧いただけます。⇒URL（http://www.order-jiwe.jp/book_list.php）

内

　容
文教大学 人間科学部 教授
博士 ( 教育学 )・臨床心理士
布柴　靖枝 ( 監修・解説 )

DVD
 50分

相談担当初心者から経験者まで、この一本でポイントが習得できる完全版 !!
最近の女性活躍を背景にした事例に沿って専門家ならではの豊富な経験に基づ
いた、即実践可能な解説内容 !

お申込み・お問い合わせ：２１世紀職業財団（tel：０３-５８４４-１６６５）

平成２７年４月１日からパートタイム労働法が変わります！



「やまなし労働」に対するご意見、ご感想をお待ちしております。

山梨県産業労働部労政雇用課
〒 400-8501　甲府市丸の内１−６−１　TEL 055-223-1563　FAX 055-223-1564
ホームページアドレス：http://www.pref.yamanashi.jp/rosei-koy/index.html

　　　  E-mail:rosei-koy@pref.yamanashi.lg.jp

　会社員Ｘは、定年退職直前にＹ社から初めて退職金の支払い方法について説明を受けた。５４回払いとのことだったので、

納得できないと伝えた。

　その後、Ｘは電話でＹ社に対して２年以内の分割払いなら妥協できると伝えたところ、会計士と相談するから待ってくれと

言われた。

　しばらくして、ＸはＹ社から連絡がないため再度電話したところ、もう１週間待ってほしいと言われた。

　その後、ＸはＹ社から２年以内の分割払いは出来ないと言われたため、Ｘは本労働委員会にあっせん申請した。

　労働委員会はＹ社に赴き聞き取り調査を行った。Ｙ社はあっせんと平行して当事者同士の話し合いを進めていきたい意向

を示した。

　その後、Ｘから、当事者間の自主交渉により紛争が解決したということで、あっせん申請取り下げ書の提出があり、解決と

なった。

　労働委員会にあっせんを申請したことにより、会社側の姿勢も話し合いの方向に変化し、解決につながったものと考えられる。
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山梨産業保健総合支援センターからのお知らせ

　当センターでは、働く人々の健康を確保するため、産業保健スタッフ等に対し研修会や相談、情報提供等を通じた支援を行っ

ています。特にメールマガジンやホームページを活用してセミナーへのご案内や窓口相談等産業保健に関する情報提供を無料で

行っています。この機会に、メールマガジンへの登録を試みてはいかがでしょうか。

　登録につきましては、ホームページ又は下記にお尋ねください。

　甲府市丸の内２－３２－１１　山梨県医師会館４階

　独立行政法人労働者健康福祉機構　山梨産業保健総合支援センター

　電　話　０５５－２２０－７０２０（代）FAX　０５５－２２０－７０２１

　Ｗeb　http://sanpo１9.jp

　「ジョブ・カード」を活用した職業訓練を通じ、有能な人材を育成・確保したい企業と、正社員の経験

が少ない求職者などとのマッチングを促進する国の制度です。

　職業訓練を実施する企業では、訓練生の適性や能力などを判断したうえ、正社員として継続雇用でき

ます。

　また、一定条件を満たす場合には、国からの助成金を受けられます。

　たとえば、キャリアアップ助成金では非正規社員に対するキャリアアップ計画を策定し、有期実習型訓練を実施・正社員雇用す

ると２つの助成を受けることができます。

　有期実習型訓練とは、企業が自社の業務に合った実習（ＯＪＴ）と座学（ＯＦＦ−ＪＴ）を組み合わせた実践的な訓練です。

企業が訓練を実施し、一定の要件を満たした場合には人材育成コース助成金を、また当該の訓練性を訓練終了後正社員として雇

用した場合には正規雇用等転換コース助成金を、それぞれ受けることができます。

　詳しくは、甲府商工会議所　山梨県地域ジョブ・カードセンターへ　ＴＥＬ ０５５－２３３－３２２５

　山梨県労働委員会では、労働者や労働組合と会社との間に解雇や雇止め、労働条件の不利益変更などについての紛争が生じ、

自主的解決が困難な場合、労働委員が間に入り、話し合いによる紛争の解決援助を行っています。

労使紛争の解決援助制度をご利用ください！

解決事例紹介

労使紛争でお困りの方は、山梨県労働委員会事務局 （ＴＥＬ ０５５－２２３－１８２７) までご相談ください。

ジョブ・カード制度を利用しませんか。

メールマガジンを活用してみませんか！？


